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「震災と図書館」～福島県の現状から～
１．震災時からの図書館状況
　○福島県内の図書館
　　・59自治体中29自治体が図書館を有する。（分館等を含め59館）
　　・その他30自治体は、公民館図書室等で図書活動を実施。
　○被災状況（資料②参照）
　　・建物被害　→　何らかの被害か確認された図書館  50館（不明2館）　
　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　公民館   8館（不明3館）
　　・資料被害　→　何らかの被害か確認された図書館  53館（不明1館）　
　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　公民館   9館（不明3館）
　　・人的被害　→　利用者、職員を含め被害はなし。
　　・休館実施　→　図書館  56館（2館は新館準備中）
                    公民館  12館
　○復興状況（資料②参照）
　　［業務/図書館］　・ほぼ震災前に戻っている　52館
　　　　　　　　　　 ・可能な範囲で再開　　　　 1館
　　　　　　　　　　 ・休館中                   6館
    ［業務/公民館］　・ほぼ震災前に戻っている　24館
　　　　　　　　　　 ・可能な範囲で再開         3館
                     ・休館中                   3館
　　［職員/図書館］　・図書館業務に専任している　　　　52館
　　　　　　　　　　 ・一部職員が復興事務に就いている　 1館
　　　　　　　　　　 ・図書館業務には就いていない   　  6館
　　［職員/公民館］　・図書館業務に従事している　　　　27館
　　　　　　　　　　 ・図書館業務には就いていない   　  3館
　○県立図書館
　　・強化ガラス（2.5㍍×5㍍）6枚崩壊。
　　・天井部、空調関係部品の落下（150個のうち60個、重さ約5㎏）
　　・外部庇の崩落と全体的な歪み。
　　・平成23年7月15日、部分開館部分開館を実施。
　　・平成24年4月28日、公開図書室全面開館。(完全復旧は6月予定)
２．図書館復旧の中で見えたこと
　○図書館復旧と自助努力
　　・図書館関係施設においては、地震及び津波による大規模な被害は少ない。
　　・部分的に、建物修繕を必要とする施設は多数あったものの、館内整理は職員を中
心に進められ、その多くが5月までに再開をしている。
　○「ボランティア希望」と「ボランティア受入要請」
　　・ボランティア情報の集約と提供については、体系的に行なうための体制がとられなかったため、結果として、需要と供給のバランスは確保できなかった。
　　・また、当県においては、原発事故に伴う被災も含んでいることから、ボランティアの受入については、対応が難しい状況にあった。
　○資料に見る「支援体制」の是非
　　・無くならなかった資料。
　　・資料の整理と保管にかかる事務の繁雑化と経費。
　　・具体的資料の補完体制の構築。
　　・情報提供に止まらざるを得ない県立図書館の役割。
　○原発事故避難区域の再開に向けて（課題）
　　・浜通り地方13自治体のうち9自治体が役場機能を他に移転。（2町村が帰還）
　　・わからない被害状況。わからない支援要望。
　　・ボンティアの有効活用の可能性。
　　・資料除染の有無。
３．震災で見えた図書館の役割
　○読書支援と避難所（震災直後）
　　・読書環境ではない状況とインフラとしての絵本。
　○読書支援と仮設住宅（1年を経過して）
　　・よみがえる読書要求。
　○図書館再開を受けて
　　・地域に根付いた施設。（生活の一部としての図書館）
　　・心の拠り所としての図書館。
４．図書館の役割（これからを見据えて）
　○震災の記憶を記録として
　　・「東日本大震災福島県復興ライブラリー」（県立図書館）
　　　→大震災および原発事故に関する資料を、「過去」（地震・津波・原発事故など）、「現在」（除染・補償・復興・防災など）、「未来」（エネルギー）という、時　　　
間の流れに沿って展示。
　○地域資料の重要性と保存形態
　　・図書館固有のコレクション（再収集の難しさ）。
